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平
成
22
年
度
決
算
状
況

市
の
家
計
簿

平
成
22
年
度
決
算
状
況

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

一般会計歳入

決 算 総 額
歳　入 歳　出

一般会計 230億9,411万9千円 218億7,998万5千円

特別会計 139億8,007万3千円 137億8,089万9千円

牛久市全体 370億7,419万2千円 356億6,088万4千円

　

８
月
18
日
か
ら
９
月
６
日
ま
で
開
催
さ
れ
た
平
成
23

年
第
３
回
牛
久
市
議
会
定
例
会
で
、
平
成
22
年
度
の
牛

久
市
一
般
会
計
お
よ
び
８
つ
の
特
別
会
計
の
決
算
が
承

認
さ
れ
ま
し
た
。
今
回
は「
市
の
家
計
簿
」
と
も
い
え
る

平
成
22
年
度
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【
指
数
で
見
る
財
政
状
況
】

　

平
成
22
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
額
は
、

歳
入
が
２
３
０
億
９
４
１
１
万
９
千
円
、
歳
出
が

２
１
８
億
７
９
９
８
万
５
千
円
と
な
り
、
平
成
17
年
度

か
ら
増
加
し
て
き
た
歳
入
歳
出
決
算
額
は
、
５
年
ぶ
り

に
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
歳
入
、
歳
出
と
も

定
額
給
付
金
事
業
や
ひ
た
ち
野
う
し
く
小
学
校
建
設
事

業
の
終
了
に
伴
う
国
庫
支
出
金
、
補
助
費
お
よ
び
建
設

事
業
費
な
ど
の
減
少
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

平
成
22
年
度
の
決
算
状
況
を
自
治
体
の
財
政
状
況
を

示
す
主
な
財
政
指
数
か
ら
見
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力

性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て
使
わ
れ
る【
経
常
収
支
比

率
】は
、
94
・
５
％
（
平
成
21
年
度
92
％
）と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
指
数
は
、
値
が
大
き
い
ほ
ど
自
由
に
使
え
る
お
金

が
少
な
い
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。
近
年
は
90
％
台
前
半

で
推
移
し
て
お
り
、
平
成
22
年
度
は
前
年
度
比
２
・
５
ポ

イ
ン
ト
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
普
通
交
付

税
な
ど
の
増
加
に
よ
り
、
経
常
的
歳
入
が
約
２
億
円
増

加
し
た
も
の
の
、
歳
出
に
お
い
て
生
活
保
護
世
帯
の
増
、

民
間
保
育
園
の
開
園
に
よ
る
扶
助
費
な
ど
の
増
加
に
伴

い
、
経
常
的
歳
出
が
約
５
億
２
千
５
百
万
円
増
加
し
た

こ
と
が
、
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
財
政

力
を
示
す
指
数
と
し
て
用
い
ら
れ
る【
財
政
力
指
数
】
は

０
・
９
４
１（
平
成
21
年
度
０
・
９
７
０
）と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
指
数
は
、「
１
」に
近
づ
く
ほ
ど
財
政
力
が
強
く
、
財



�  －広報うしく　２０１１．１０．１－

一般会計歳出【一般会計歳入】

　一般会計の歳入は、ひたち野うしく小学校の建設事業や

定額給付金事業の終了に伴う国庫支出金や市債の減により、

平成21年度比12億8,783万円（△5.3%）の減となりました。

歳入の50%を占める【市税】は、超高齢社会の進展に伴う所得

の減少により、個人市民税が平成21年度比約3億4千万円（△

6.6%）の減となり、法人市民税が約1億2千9百万（27.2%）の

増、固定資産税が約2千1百万円（0.5%）の増となりました。

　超高齢社会に伴う個人所得の減少は次第に個人市民税に

もその影響を及ぼしており、着実に人口が増加している当

市でも、人々を惹
ひ

き込む魅力あるまちづくり、子育て対策、

雇用促進など、その取り組みをより一層進め、特に若い世代

の転入を促進させていかなければなりません。また、現年

度と滞納繰越分を含めた市税の徴収率については、89.9%、

平成21年度比0.5ポイント減となりました。税の公平性の観

点から、納税者の状況をしっかり把握し滞納額の減少に努

めていきます。

【一般会計歳出】

　一般会計の歳出は、平成21年度比15億6,892万1千円（△

6.7%）の減となりました。歳出全体が減額となる中で、【民生

費】については、子ども手当の支給などにより平成21年度比16

億1千3百万円（32.1%）と大幅増になっています。

　【総務費】は、定額給付金事業の終了により約8億7千9百万円

（△19.2%）の減、【教育費】についても、ひたち野うしく小学校建

設事業の終了により約18億5千7百万円（△39.3%）の減となりまし

た。【公債費】は、平成18年度に借り入れた市債の償還が始まった

ため約1億7百万円（4.6%）の増、【土木費】は、ひたち野リフレの改

修終了などにより約4億4千2百万円（△15.7%）の減となりました。

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

国民健康保険事業 72億5,509万3千円 72億4,106万1千円 1,403万2千円

公共下水道事業 22億8,373万1千円 21億5,526万6千円 1億2,846万5千円

青果市場事業 2,104万8千円 2,104万8千円 0円

老人保健事業 965万9千円 965万9千円 0円

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

小規模水道事業 4,667万9千円 3,114万6千円 1,553万3千円

介護保険事業 31億5,568万6千円 31億1,564万3千円 4,004万3千円

工業用地造成事業 3億804万7千円 3億695万5千円 109万2千円

後期高齢者医療事業 9億13万円 9億12万1千円 9千円

特別会計　会計別決算状況

問い合わせ　市行政経営課☎内線3301

源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

【
財
政
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て
】

　

平
成
22
年
度
決
算
に
基
づ
く【
財
政
健
全
化
判
断
比

率
】
は
、
市
の
一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
を
表
す「
実

質
赤
字
比
率
」、
お
よ
び
市
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の

実
質
収
支
を
合
計
し
た「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」
と
も
に

黒
字
と
な
っ
た
た
め
、
こ
れ
ら
２
種
類
の
赤
字
比
率
の

数
値
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
市
の
財
政
規
模
に
対
し

て
の
実
質
的
な
負
債
の
負
担
割
合
を
示
す【
実
質
公
債
費

比
率
】
は
、
５
・
６
％
（
平
成
21
年
度
５
・
８
％
）
と
な
り

ま
し
た
。
こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
負
債
の
返
済
に
よ
る
、

財
政
運
営
の
硬
直
性
の
高
ま
り
を
示
す
も
の
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
比
率
が
18
％
を
超
え
る
と
、
地
方
債
発

行
に
国
の
許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
％
を
超
え
る
と
地

方
債
の
発
行
が
一
部
制
限
さ
れ
ま
す
。
当
市
で
は
基
準

を
大
き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
、
市
債
の
残
高

の
状
況
、
各
年
度
の
償
還
状
況
を
し
っ
か
り
把
握
し
、

管
理
を
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

次
に
、
財
政
規
模
に
対
し
て
市
が
将
来
負
担
す
る
べ

き
割
合
を
示
す【
将
来
負
担
比
率
】
は
、
将
来
負
担
額
が

０
以
下
に
な
っ
た
た
め
数
値
は
あ
り
ま
せ
ん（
平
成
21
年

度
15
・
５
％)

。
こ
の
比
率
が
３
５
０
％
を
超
え
る
と
自

主
的
な
改
善
努
力
と
し
て
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
が

義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、
４
種
類
の
健
全
化
判
断
比
率

ご
と
に
一
定
の
基
準
を
設
け
て
い
ま
す
。
そ
の
基
準
を

上
回
る
財
政
状
況
の
悪
い
自
治
体
は
、
財
政
健
全
化
計

画
を
策
定
、
実
行
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
牛
久

市
は
４
種
類
の
比
率
全
て
に
お
い
て
基
準
を
下
回
っ
て

い
ま
す
。
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民生費　約81,800円（32.1％増）

・障がい者援護サービス

・生活保護費の支給

・保育園の運営費

・子ども手当、児童扶養手当

　の支給

・医療費の助成　など

市民1人当たりの市税額
約142,300円（前年比3,300円減）

市民1人当たりの支出額
約269,400円（前年比22,200円減）

（人口は平成23年3月31日現在の数字で計算）

平
成
22
年
度
決
算

平
成
22
年
度
決
算

市
の
お
金
の
使
い
道

市
民
１
人
当
た
り
の
支
出
額︵
年
額
︶で
見
て
み
る
と
…

土木費　約29,300円（15.7％減）

・排水路、排水溝の整備

・市道整備

・公園、街路樹などの維持管理

・牛久駅エレベーター、エスカ

　レーターの建設

・田宮西近隣公園の整備など

総務費　約45,600円（19.2％減）

・人件費

・交通安全対策

・参議院議員選挙の実施

・県議会議員選挙の実施

・広報紙発行

・行政区活動への助成

・国政調査の実施　など

教育費　約35,400円（39.3％減）

・小中学校、市立幼稚園の管理運営

・児童クラブの運営費

・ひたち野うしく小学校

プールの建設

・向台小学校の耐震補強

・生涯学習講座の開催

・図書館施設の管理運営

・市内各運動公園の管理

運営　など

公債費　約30,200円（4.6％増）

・市が、道路や建物など多額の費用が

掛かるものを造る際に借りたお金の

返済に充てら

れます。後の

世 代 を 含 め、

将来にわたっ

て返済してい

きます。

衛生費　約24,900円（4％減）

・ごみ収集、運搬業務の委託

・清掃工場の維持管理

・うしくあみ斎場の運営

・予防接種、各種検診の実施

・妊婦や乳幼児健診の実施

・環境対策事業　など

消防費　約11,400円（4.7％減）

・稲敷広域消防の運営経費

・市消防団の運営

・消火栓など消防施設の整備

・自主防災組織の育成経費　など

商工費　約5,300円（9.2％増）

・中小企業に対する資金融資の助成

・ハートフルクーポン券事業

への助成

・観光協会、商工会の活動助成

・誘致した企業に対する奨励

金の助成　など

議会費　約2,300円（2.3％減）

・定例会、臨時会、委員会などの開催

・市政に関する調査研究、視察　など

農林水産業費　約2,900円（15.7％増）

・転作指導による計画的な米の

　出荷の誘導

・里山の再生事業

・耕作放棄地の拡大防止　など

問い合わせ　市行政経営課☎内線3301

その他災害復旧費など　約300円（61.9％減）

・東日本大震災の災害復旧　など


